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平成26年度重要課題専⾨調査会の審議⽅法について

助⾔ 取りまとめ
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会

 重要課題専⾨調査会において４期基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略に掲
げられた当⾯取り組むべき重要な課題並びに今後さらに取り組むべき課題全体を扱う詳
細な調査・検討を各戦略協議会・WGで⾏う

本
会
議
で
調
査
審
議
・
意
⾒
具
申

• H28年度で取組むべ
き課題・領域の明確化

【アウトプットイメージ】

審議
⽅針

状況
確認・
指⽰

詳細を各戦略協議会・WGで検討

① 昨年度検討した「今後さら
に取り組むべき課題」及び平
成27年度アクションプラン審
査過程の検証について

② 平成28年度予算での
連携施策として取り組む
べき課題の検討について

③平成26年度、平成27年度アクションプラン特定施策のレ
ビューについて

• 施策推進に関する留
意点のとりまとめ

第４回重要専⾨調査会 資料３より⼀部改変

2



H28年度に取り組むべき課題策定のプロセスについて

3

１．環境分野の問題で将来解決すべき課題⽬標とそのための⽅策例の作成

環境WGでは以下のプロセスでH28年度に取り組むべき課題を策定したいと思います。

２．⽬標や⽅策例に該当する各省の取り組みを記載

３．取組がない課題や既存の取組(各要素)を組合せ、産業競争⼒強化につながる
様なシステム化ができそうな課題・領域で、重点化すべき問題を今後取り組むべき
課題とする
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環境分野の各省の取り組み（1/2）
（H27AP施策以外の取り組みは第3回環境WG資料２や各省ＨＰ（公開）より抜粋）

政策課題解決への視点
取組み省庁 施策名

持続可能な
社会の実現
に寄与するモ
ニタリングとそ
の利活⽤

地球環境、空間情報基盤 ① 環境省
（Ｈ２７ＡＰ） 衛星による地球環境観測の強化

地球温暖化、地球環境 ② ⽂科省
（Ｈ２７ＡＰ） 気候変動対応等に向けた地球観測衛星の研究開発

地球温暖化 ③ ⽂科省 地球温暖化への適応計画策定に必要な科学的知⾒の創出（Ｈ２５ＡＰ）

地球温暖化 ④ ⽂科省
科学技術戦略推進費
社会システム改⾰と研究開発の⼀体的推進プログラム「気候変動に対応した新たな社会の創出に向けた社会シ
ステムの改⾰プログラム」

地球温暖化、地球環境 ⑤ ⽂科省 南極地域観測事業
地球温暖化、地球環境 ⑥ ⽂科省 「グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス」（ＧＲＥＮＥ）事業 北極気候変動分野
地球環境、空間情報基盤 ⑦ ⽂科省 「グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス」（ＧＲＥＮＥ）事業 環境情報分野
地球環境、空間情報基盤 ⑧ ⽂科省 地球環境情報統融合プログラム
地球環境、空間情報基盤 ⑨ ⽂科省 気候変動適応技術社会実装プログラム
地球温暖化、空間情報基盤、⽣態系 ⑩ ⽂科省 気候変動リスク情報創⽣プログラム

地球温暖化、地球環境、森林資源 ⑪ ⽂科省 地球環境変動研究

地球温暖化、地球環境、⽣態系 ⑫ 環境省 環境研究総合推進費(全領域共通・領域横断(第１部会))
地球温暖化、地球環境 ⑬ 環境省 環境研究総合推進費(脱温暖化社会(第２部会))
⽣態系 ⑭ 環境省 環境研究総合推進費(⾃然共⽣型社会(第４部会))
空間情報基盤、気象・海象 ⑮ 国交省 次期静⽌気象衛星ひまわりの整備
⽣態系 ⑯ 環境省 ⽣物多様性情報プラットフォームの構築と保全政策の戦略的推進

⽣態系 ⑰ 国交省 「グリーンインフラ」の取組推進による魅⼒ある地域の創出

地球温暖化・⾵⽔害 ⑱ 国交省 気候変動等に伴う⽔害の頻発・激甚化に備えた治⽔対策
⾵⽔害 ⑲ 国交省 ⽔災害分野における気候変動適応策の推進のための調査・検討経費

海洋⽣物資源 ⑳ ⽂科省 海洋⽣物資源確保技術⾼度化

地球観測推進戦略
記載の分野
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環境分野の各省の取り組み（2/2）
（H27AP施策以外の取り組みは第3回環境WG資料２や各省ＨＰ（公開）より抜粋）

政策課題解決への視点 取組み省庁 施策名

持続的な成⻑に貢献する資源循環・
再⽣

㉑ 環境省
（Ｈ２７ＡＰ） ⽔質事故に備えた危機管理・リスク管理の推進

㉒ 環境省 環境研究総合推進費(循環型社会(第３部会))
㉓ 経産省 ⼟壌汚染対策のための技術開発（VOCの微⽣物等を利⽤した環境汚染物質浄化技術）
㉔ 経産省 製錬副産物からのレアメタル回収技術開発
㉕ ⽂科省 東北発 素材技術先導プロジェクト

㉖ ⽂科省
（JST CREST）

「持続可能な⽔利⽤を実現する⾰新的な技術とシステム研究領域研究領域研究領域」「地域⽔
資源利⽤システムを構築するためのIntegrated Intelligent Satellite System(IISS)の適⽤」
「多様な⽔源に対応できるロバスト RO/NF 膜の開発」「世界の持続可能な⽔利⽤の⻑期ビジョン
作成」等

㉗ 内閣府
（FIRST） 「⽔循環の基盤となる⾰新的⽔処理システムの創出」

㉘ 環境省 環境研究総合推進費(安全が確保される社会(第５部会))



環境分野の問題で将来解決すべき課題⽬標とそのための⽅策例（事務局案）
2020年頃 2050年頃

環境分野
現在実施または
来年度から実施

の施策
⽬標 ⽬標達成のための⽅策例 ⽬標 ⽬標達成のための⽅策例

気候変動・⽔循環

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦、⑧、
⑨、⑩、⑪、⑬、
⑮、⑱、⑲、㉑、
㉖、㉗

1990年⽐CO2 -
20%
災害被害額＊＊％減
少

再⽣可能エネルギー導⼊
環境インフラの導⼊
災害（洪⽔、⼲ばつ、地滑り）予測システムの導⼊
適応策の導⼊

産業⾰命前より気温
上昇2℃以内

再⽣可能エネルギー導⼊
⽔素エネルギー導⼊
新国⼟デザイン（地⽅都市拠
点の構築）の形成
適応策の導⼊

⼤気・⽔・⼟壌環境
汚染

①、②、⑤、⑥、
⑦、⑧、⑪、⑮、
㉑、㉓、㉖、㉗、
㉘

PM2.5濃度**以下
⽔質汚染**以下
リスク管理指標
(VOC、ベンゼン⽯油・
重油汚染)

ディーゼルエンジン排気クリーン化
耕作放棄地の再利⽤
環境インフラの導⼊

オゾン層1980年以
前に回復 代替フロン無HFC化

⽣物多様性・⽣態系
サービス

⑦、⑧、⑨、⑩、
⑪、⑫、⑭、⑯、
⑰、⑳

・⽣物多様性の保全
の観点から重要な地
域を抽出し、保護区と
するなど保全の強化を
図る。
・劣化した⽣態系の
15％を回復させる。

・⽣物多様性評価のための情報整備とモニタリングの推進
・⽣態系サービスの経済評価・可視化
・⽣物多様性の保全を確保した農林⽔産業の推進

・保護区では、⽣物
多様性が適切に管
理され維持されている。
・⽣態系サービスの持
続的な利⽤が浸透し
ている。

無価値社会インフラの撤去
環境インフラの導⼊
⽣態系保全モニタリング
⽣態系サービスの利⽤
⽣態系フットプリントの評価

リサイクル・循環型社
会

㉑、㉒、㉔、㉕、
㉖

資源⽣産性やリサイク
ル率に関する独⾃⽬
標を設定している⼀部
上場企業の割合

・実態把握（商品の販売量・消費量・廃棄帳・焼却量・リ
サイクル料・輸出量などの整合性確認）
・項⽬ごとに処理コスト、販売コストなどのコストパフォーマン
スを明⽰

資源⽣産性やリサイ
クル率に関する独⾃
⽬標を設定している
⼀部上場企業の割
合

新国⼟デザイン（地⽅都市拠
点の構築）の形成

化学物質リスクマネジ
メント

⑩、⑱、⑲、㉑、
㉒、㉓、㉘ リスク項⽬数 特定化学物質モニタリングの利⽤

放射線量のモニタリング リスク項⽬数
特定化学物質モニタリングの利
⽤
放射線量のモニタリング

環境技術イノベーショ
ン

①、②、④、⑥、
⑦、⑧、⑨、⑩、
⑫、⑮、⑯、㉖、
㉗、㉘

（評価指標？）
地球観測静⽌衛星の利⽤
⾃然科学（陸・海・⼤気）統合モデルの利⽤
次世代スパコンの利⽤
衛星からの⽣態系サービスの評価

（評価指標？）

⾼空間分解能地球観測静⽌
衛星の利⽤
デジタル地球（⾃然科学＋社
会科学モデル）の利⽤
次世代スパコンの利⽤
⽣態系復元技術の利⽤
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環境ＷＧから提案するシステム（案）

上記を踏まえ環境ＷＧとして以下のシステム（案）を提案する。

「１．スマート社会を⽀える地球環境監視・実時間シミュレーションシステムの構築」
「２．国⼟保全と⾃然資源を活かした産業育成のための⽣物多様性・⽣態系サービスの量的可視化システム」
「３．循環型社会マネージメントシステムの構築と社会実装」

「環境分野の問題で将来解決すべき課題⽬標とそのための⽅策例」を踏まえ、そこで掲げた
環境分野を3種類に分類してシステム化を⾏う。

気候変動・⽔循環

⼤気・⽔・⼟壌環境汚染 ⽣物多様性・⽣態系サービス 化学物質リスクマネジメント

リサイクル・循環型社会

環境技術イノベーション

地球環境モニタリング ⽣物多様性 循環型社会

7



地上観測と統合された地球表層環境観測情報

植⽣
積雪域 ⼟壌⽔分量

 スマート社会における気候変動、⾃然災害、再⽣可能エ
ネルギー、農業・⾷料、保健衛⽣、⽔循環、⽣物多様性
などの適正なマネジメントに不可⽋な超⾼解像度監視実
時間予測情報を提供。

 欧⽶に先駆けた超⾼解像実時間での地球環境監視・予
測は、企業のBCP策定、資源の安全保障確保、気候変
動の適応策にも貢献。

将来の⽔資源量や
⾷料供給量変化

段階的な環境予測モデル

スマート社会を⽀える地球環境監視・実時間シミュレーションシステムの構築

CO2分布冠⽔域 ⼟地被覆分布地表⾯温度

降⽔量

ローカル グローバル

地球環境情報を統融合する
ための情報インフラ基盤
（スパコン、DIASなど）

地球表層環境の監視・予測 課題解決に資する情報の提供
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広域データ解析
地域特性、ホットスポット、
フットプリント抽出

順応的管理

衛星

航空機・UAV

定点カメラ
録⾳機

市⺠科学
テレメトリー

環境DNA モニタリング指標

開発ターゲット２：⽣物多様性・⽣態系サービス
のデータベース・次世代情報インフラの構築

GBIF, DIAS等情報基盤の拡充
地球環境情報等他のデータベースとの統合

活⽤のための経済評価

地域社会参加型の計画⽴案

資源循環との統合解析

国⼟保全と⾃然資源を活かした産業育成のための
⽣物多様性・⽣態系サービスの量的可視化システム

開発ターゲット１：ＩＣＴを活⽤し、衛星・地上
観測を統合した⽣物多様性・⽣態系機能モニタリ
ング⼿法開発と情報収集

⽣物多様性・⽣態系サービス
情報の集約と指標化

開発ターゲット３：⽣物多様性・⽣態系
サービスの量的可視化システムの構築

開発ターゲット４：⽣物多様性・⽣態系サービス
評価に基づく地球〜地域規模での⽣態系保全・
復元ならびに資源活⽤戦略の構築

国⼟保全・⾃然資源を活かした新しい地域産業育成
医薬品・⽔資源・農林⽔産資源・エコツーリズムなど
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循環型社会マネージメントシステムの構築と社会実装

製造事業者
（家電メーカー

等）

流通事業者
（家電量販店

等）

製品利⽤者
（消費者、事務所

等）

静脈物流事業者
（量販店等を含む）

リユース事業者・リ
マニュファクチュアリ

ング事業者

廃棄物処理事業者

データ
センター

都市鉱⼭からの資源回収と有害物質の適正管理

家電製品で有効性を実証し、他の耐久消費財へ展
開し、さらには⻑寿命の建造物などのアセットの管理
との連携も視野に

地⽅⾃治体リサイクル事業者

例：ICタグを家電製品に取り付け、製造〜リサイクルの流れを管理

タグ付け

使⽤済み
製品回収

再⽣利⽤のため
の情報の共有

再⽣利⽤不適物
の適正処理

再⽣原料
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以下 参考資料
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総合戦略２０１４への「今後さらに取り組むべき課題」の反映
 Ｈ２５年度環境WGにおいてとりまとめた「今後さらに取り組むべき課題」は、総合

戦略２０１４第２章第２節「分野横断技術」において以下のとおり反映。

H25年度環境WG 「今後取り組むべき課題」に記載の技術（項⽬）
総合戦略2014反映内容

政策課題解決への視点 コア技術

・地球観測情報基盤の整備
・地球観測、モニタリング

持続可能な社会の実現
に寄与するモニタリングとそ
の利活⽤

地球観測衛星等を
⽤いた観測・分析・
予測技術

・限られた資源でより⼤きな付加価値を⽣み出す「資源⽣産性向上」を下⽀えする技術
(材料の性能評価技術、リサイクルのための材料の選別・分離技術)

持続的な成⻑に貢献する
資源循環・再⽣

・資源開発や材料
プロセスで⽣じる廃
棄物処理技術
・材料の評価・選
別・分離技術

リスクが懸念される
化学物質に対する
科学的知⾒に基づ
く管理・評価⼿法

ヒト・⽣態系、社会経済、地球温暖化のリスクを最⼩化させる評価技術の開発、その評価⼿法
(環境問題を総合的な観点から評価)

・資源性や有害性の⾼い物質を含む製品の管理・回収のための社会システム
資源性や有害性の
⾼い物質を含む製
品の管理・回収

・ICTを応⽤した⽔処理システム
・途上国の都市化に伴う⽣活環境保全 ⾼度⽔処理技術
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総合戦略2014とH27AP
 「今後さらに取り組むべき課題」のうち、下表の⾚枠に⽰す項⽬は、総合戦略２０１４に基

づき特定したＨ２７ＡＰに包含されていない項⽬となっており、原因等の分析を進める。
政策課題解
決への視点 コア技術 貢献する

政策課題
SIP補完/
新たな先導

新規/
継続

施策
番号 施策名 今後取り組むべき課題の中で

APで対応できている項⽬
今後取り組むべき課題の中で
APで対応できていない項⽬

持続可能な
社会の実現
に寄与するモ
ニタリングとそ
の利活⽤

地球観測衛
星等を⽤いた
観測・分析・
予測技術

次世代イ
ンフラ 新たな先導

継続 環環
01

衛星による地球環境
観測の強化

・地球観測・モニタリング ・地球観測情報基盤の整備

継続 環⽂
01

気候変動対応等に向
けた地球観測衛星の
研究開発

持続的な成
⻑に貢献す
る資源循環・
再⽣

資源開発や
材料プロセス
で⽣じる廃棄
物処理技術

AP提案なし
・限られた資源でより⼤きな付加価
値を⽣み出す「資源⽣産性向上」
を下⽀えする技術

リスクが懸念
される化学物
質に対する科
学的知⾒に
基づく管理・
評価⼿法

次世代イ
ンフラ 新たな先導 継続 環環

02
⽔質事故に備えた危
機管理・リスク管理の
推進

ヒト・⽣態系、社会経済、地球
温暖化のリスクを最⼩化させる
評価技術の開発、その評価⼿
法

・環境問題を総合的な観点から評
価
（⽔環境分野以外の）ヒト・⽣
態系、社会経済、地球温暖化の
リスクを最⼩化させる評価技術の
開発、その評価⼿法）

材料の評価・
選別・分離
技術

AP提案なし
・限られた資源でより⼤きな付加価
値を⽣み出す「資源⽣産性向上」
を下⽀えする技術

資源性や有
害性の⾼い
物質を含む
製品の管理・
回収

AP提案なし
・資源性や有害性の⾼ い物質を
含む製品の管理・回収のための社
会システム

⾼度⽔処理
技術 AP提案なし

・ICTを応⽤した⽔処理システム
・途上国の都市化に伴う⽣活環
境保全


